
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間

年 68 単位 199 単位 29 単位 11 単位 単位 単位

40 人 31 人 人 0 % 16 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 7

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 1

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 4

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 2

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号）

 計 6

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度
の実務の能力を有する者を想定）の数

2

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号）

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号）

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

総単位数 65

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 1

うち必修授業時数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

税理士法人、税理士事務所、ビジネス業界全般（しずおか焼津信用金庫、鈴与マネジメントサービス、日本ブラストなど）

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

1

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/

86
■進学者数 1
■その他

大学院進学、公認会計士講座、税理士講座への内部進学

0

うち企業等と連携した演習の単位数 0

うち必修単位数 1

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

2 昼
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和7年度卒業生）

6
■地元就職者数 (F) 6
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

100

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 7
■就職希望者数 (D)　　　　　： 6
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和8年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
企業会計・会計監査・税務申告に関するプロフェッショナルの養成を目的とした専門教育を実践している。高度資格教育とともに充実したＰＣ教育・実務教育を通して、財務・経
理部門で即戦力となる人材を育成しています。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

公認会計士試験・税理士試験の受験に必要な科目の学習とともに税務・マナー・営業などの実務スキルの向上も図ります。取得可能資格は、日商簿記検定、税理士、公認会
計士などで、進路変更希望者などへの面接フォローや経済的理由への奨学金等紹介の学習支援を実施しています。退学率は概ね3％以下となっています。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務専門課程 公認会計士税理士科 平成21（2009）年度 ― 平成26（2014）年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

中退率

令和８年９月３０日

420-0821

054-264-6060
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人名古屋大原学園 昭和57年9月28日 杉山　慎太郎 愛知県名古屋市中村区名駅３－２０－８
450-0002

052-582-7733

大原簿記情報医療専門学校
静岡校

昭和59年3月28日 松浦　朗人 静岡県静岡市葵区柚木１０３－１

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務

https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/
https://www.ohara.ac.jp/shizuoka/course_shizuoka/kaizei/


種別

③

①

（年間の開催数及び開催時期）

梶山　直美 大原簿記情報医療専門学校静岡校　主任
令和8年7月1日～令和10年6
月30日（２年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載するこ
と。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回（８月又は９月、１２月）

（開催日時（実績））
第24回　令和7年9月  3日　16：00～17：00
第25回　令和7年12月3日　16：00～17：00
第26回　令和8年8月24日　16：00～17：00

後藤　浩也 大原簿記情報医療専門学校静岡校　主任
令和8年7月1日～令和10年6
月30日（２年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
税理士、業界団体等と連携し、業界全体の動向や実務に関する最新の知識・技術等を反映するために、定期的に教育課
程編成委員会を実施しご意見を頂戴するとともに、長期的視点によりカリキュラムの充実を図る。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会は学園の組織上、各学校の付属機関として設置し、学校教職員（校長含む）のほか、専攻分野の企
業等の役職員で構成されている。年２回実施の教育課程編成委員会では、現行の授業科目の見直しや授業方法の改善な
ど、カリキュラム改善のための提案をいただき、校長・部長・公認会計士税理士科職員により改善を検討・決定し、カリキュ
ラム改善に反映させる。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

臼井　康 静岡商工会議所　総務部　会員サービス課長
令和８年7月1日～令和10年6
月30日（２年）

令和7年9月30日現在

松浦　朗人 大原簿記情報医療専門学校静岡校　校長
令和８年7月1日～令和10年6
月30日（２年）

名　前 所　　　属 任期

森　祐輔 あおい税理士法人　所長
令和８年7月1日～令和10年6
月30日（２年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

単位制移行に向け日商簿記検定CBT受験による受験時期の調整、インターンシップの実施、税理士科目学習と就職活動
準備の早期取組などのご意見をいただき令和９年度教育課程にも調整を行うこととなった。合格率の向上、早期内定、実
務力向上を目指した教育課程が編成されている。

中川　英博 大原簿記情報医療専門学校静岡校　科長
令和8年7月1日～令和10年6
月30日（２年）



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

経理事務担当者　スキルアップ研修 連携企業等：

経理実務の指導に関連した実務で問題となることや質問の多い点について

②指導力の修得・向上のための研修等

日本の法人数と規模の実態、規模に応じた経理事務の変化、税制改正等

簿記２級合格に必要な指導について

日商簿記指導者講習会 連携企業等： 静岡商工会議所

令和８年１２月予定 対象： 中堅職員１名

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

税理士業界のＡＩ化について

税理士業界の現状と今後 連携企業等： あおい税理士法人

令和７年９月３日（水） 対象： 中堅職員１名

科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

税理士事務所における一日や年間スケジュール、経理事務に必要とされる資質などを説明いただくとともに、ミニ体験を通
じた業界理解の促進を図り正しい職業選択につながることを趣旨とし、受け入れ実績の可能な税理士事務所等に研修内
容と評価内容を提示し、承諾いただいくことでお願いしている。評価項目は、身だしなみ・マナー・積極性・報告内容を研修
終了後に3段階で評価いただいている。また、インターンシップを行うことで顧問先訪問への同行など現場体験により職業
会計人となる貴重な体験機会を得ている。

あおい税理士法人、税理士法人芙
蓉会計事務所、デロイトトーマツ税
理士法人静岡事務所

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
内定実績のある税理士事務所や監査法人等と連携し、将来公認会計士・税理士・経理事務職等の職業会計人を育成する
ためにインターンシップ、会計税務実務研修を行っている。
（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

５．その他※具体的な
連携方法を科目概要
欄に記述すること。

企業等より講師を招き、校内にて
会計税務実務研修を実施するとと
もに校外に企業内実習を依頼し実
施している。

科　目　概　要

②指導力の修得・向上のための研修等

対象： 中堅職員１名

学校法人　大原学園

令和８年１２月予定

経理事務担当者　スキルアップ研修 連携企業等： 学校法人　大原学園

令和７年１２月１２日（金） 対象： 中堅職員１名

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

学園の『教育研修支援規程』第２条（教職員の義務等）に、「学園の教職員は、所属部署に関わらず、就業規則第３９条（教
育）の規定により、学園が必要と認める教育又は研修を受けなければならない。」（抜粋）と規定されており、この規程に基
づき、教員が担当する分野の実務研修や学生への指導力向上のための研修を毎年継続的に受講させる方針である。

会計税務実務実習



（１）教育理念・目的・目標
①教育理念等を踏まえ、当該専門学校としての目的及び目標を明確
に設定し、養成する人材像を明確にしているか

（２）教育課程・教育の実施・学修成果

①学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な教
育課程編成・実施方針を作成した上で、教育課程を体系的に編成し、
系統性・段階性に配慮した授業科目を配置しているか
②授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技など、適切
な授業形態で教育が実施され、かつ、適切な教材が用いられるととも
に、成績評価基準に基づき成績評価を行っているか
③企業等と連携した、実習、実技、実験又は演習等（以下 「実習・演習
等」という）の授業を行っているか教育 目標の達成に必要な企業等と
連携した実習・演習等の単位 時間または単位数の総授業時数に占め
る割合を具体的に設定しているか
④学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必 要な卒
業認定方針（資格・免許等を含む修得させる職業能 力を含む）を学
科・コースごとに定め、当該方針に基づき卒業の認定をしているか
⑤卒業認定方針を踏まえ、学科・コースごとに職業能力を含む資質能
力の修得（資格・免許等の取得や知識・技術・技能の修得含む。）につ
いての目標を定め、その目標が達成できているか
⑥学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目標が達成でき
ているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
自己評価をベースにした学校関係者評価を行い、この評価結果を広くＨＰで公表することにより、学校法人の責務として、
情報公開を積極的に推し進め、社会に開かれた専門学校を目指すことが社会貢献に寄与する第一歩であると考える。この
ため、自己評価結果の公表はもとより、学校関係者評価の実施と結果の公表を行い、今後の学校運営の改善を図っていく
方針である。
（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学生の受入れ・学生支援

①入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、入学希望者
に明示し、入学者の選考を公正に行い、合否を決定しているか
②学生の受入れは、入学定員に基づき適正に行っているか
③学生の学力や学習状況を把握し、入学前教育や補習授業を 行うな
ど学習支援に取組んでいるか学生の円滑な学習 に向け、シラバスの
活用による学習成果の向上や自主的な 学習に関する適切な支援を
行っているか
④適切な体制を構築し、障がいのある学生、海外からの留学生、社会
人経験者など、多様な学生に対する支援を行っているか
⑤カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談に対応するた
めの環境整備を行い、適切に運営しているか
⑥留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を抱える学生に
対し適切な対応を行っているか
⑦学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生の心身の健
康管理体制を整備し、適切に運用しているか
⑧学生の経済的側面に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用
しているか
⑨学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整備し、適切に
周知、運用しているか



（３）学校関係者評価結果の活用状況
学校関係者評価委員からの意見について、学校で詳細に検討した上で、優先順位を定め、その評価結果を順次、教育活
動及びその他の学校運営の改善に生かしていく方針である。今後も、学校関係者評価委員会の意見を取り入れ、学校運
営の改善に努めていく。

（６）教育活動の基盤と改善・向上の取組

①当該専修学校が策定している中長期的計画に、教育目的、教育目
標の実現に向けた具体的な内容が位置付けられているか
②当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために必要かつ十分
な財務基盤を確立しているか
③学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われているか（職
業教育に関するマネジメント（教育の企画・設計・運営等）における責
任体制を含む）
④学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部からの意見を
反映するなど、関連企業等団体、地域社会等からの意見を当該専修
学校の運営やその改善・向上において活用しているか
⑤特に職業実践専門課程においては、教育課程編成委員会を年２回
以上開催しているか
⑥学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報を公表してい
るか
⑦学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的に行っ
ているか
⑧当該専修学校の教育活動、学修成果、学校運営等の状況に関する
情報を積極的に公表しているか
⑨教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連する教育機
関、産業界等をはじめ、社会全体からの理解を得るよう取組んでいる
か

（４）教育実施組織・教員

①教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた教員を確保す
るために基準等（教員の採用基準等）を整備し、適正に運用している
か
②教員の常勤・非常勤、年齢構成等、また教員一人当たりの授業時数
等を把握しているかまた、教員の専門性、教授力を把握、評価してい
るか
③学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組織を整備し、
業務分担、責任体制を規程等で定めているか
④教員間で連携、協力体制を構築しているか
⑤学校の教育活動の改善、工夫を行う FD(Faculty Development)など
の取組や、教員の研究活動、自己啓発等への支援を行っているか
⑥特に職業実践専門課程においては、企業等と連携して組織的に
行っているか
⑦教員の授業及び指導力等を修得・向上するための研修 を企業等と
連携して、組織的に行っているか

（５）教育環境

①教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等を備えている
か
②学生の学習支援のための施設(自習室等)を整備しているかまた、学
生の休憩、食事のためのスペースを確保しているか
③図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及び参考図書を
配架し、必要に応じて学生が閲覧できるようにしているか
④学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校における安
全対策を適切に行っているか
⑤火災の発生や防災に関する組織体制を整備し、適切に運営してい
るか
⑥施設・設備等の日常点検、定期点検、補修等を適切に行っているか
⑦施設の改築・改修、設備の更新等の計画を定め、適切に実施してい
るか



種別

卒業生

企業等委
員
企業等委
員

地域住民

企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
公表時期： 令和8年6月1日

あいネットグループ
　社長室室長　人材育成担当　執行役員

令和7年11月１日～令和9年10
月31日（２年）

社会保険労務士法人　浜松共済　特定社会保
険労務士

令和8年5月14日～令和10年5
月13日（２年）

首藤　祐希 有限会社首藤商会　代表取締役
令和7年11月１日～令和9年10
月31日（２年）

秋山　浩司 医療法人社団　静産会　本部静岡支部長
令和7年11月１日～令和9年10
月31日（２年）

森田　洋正 ナガハシ印刷株式会社　取締役
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（２年）

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和８年９月３０日現在

名　前 所　　　属 任期

森　祐輔 あおい税理士法人　所長
令和5年11月１日～令和7年10
月31日（２年）

河西　条司 ラフォーレ箱根強羅　湯の棲　支配人
令和7年11月１日～令和9年10
月31日（２年）

佐舗　敬司

谷口　幹也

https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
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https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/


（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
公表時期： 令和8年6月30日

（１１）その他 特になし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 財務情報
（９）学校評価 学校関係者評価
（１０）国際連携の状況 特になし

（５）様々な教育活動・教育環境 様々な教育活動・教育環境（学校行事、課外活動）
（６）学生の生活支援 学生の生活支援（生活支援、資格取得）
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金・就学支援（学生納付金、就学支援）

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（２）各学科等の教育 各学科の教育（教育目標、修業年限、募集定員、入学者数、取得目標
資格、合格者実績、進級要件、卒業要件、就職状況、卒業後の進路）

（３）教職員 学校の概要、教育目標（校長名、教員数）
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育・実践的職業教育（キャリア教育、就職支援等）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
学校法人として、企業等、社会に向けた情報公開を行うことは、当校に限らず、広く「専門学校」を理解いただくためにも重
要であることを認識し、財務情報の公開も含め、ガイドラインにある項目全般にわたって積極的な公開を行っていくことす
る。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
学校の概要、教育目標（教育目標、特色等、所在地、連絡先、学校の
沿革、在籍学生数）

https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
https://www.ohara.ac.jp/info/report/shizuoka/
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1 〇
3級商業簿記
入門

小規模な株式会社を前提に経理事務で必要
となる会計処理の基礎を財務諸表の作成ま
での一巡の流れとともに学習します。

１
前

1 ○ ○ ○

2 〇 2級商業簿記
日本商工会議所簿記検定２級合格を目指
し、企業の財務担当者に必須の知識として
商業簿記の会計処理技術を学習します。

１
前

4 ○ ○ ○

3 〇 2級工業簿記

日本商工会議所簿記検定２級合格を目指
し、企業の財務担当者に必須の知識として
工業簿記(原価計算含む)の会計処理技術を
学習します。

１
前

4 ○ ○ ○

4 〇 2級簿記総合

日本商工会議所簿記検定２級合格を目指
し、企業の財務担当者に必須の知識として
商業簿記及び工業簿記の会計処理技術を総
合的に学習します。

１
前

3 ○ ○ ○

5 〇 簿記論入門Ⅰ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

１
前

3 ○ ○ ○

6 〇
財務諸表論入
門Ⅰ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

１
前

3 ○ ○ ○

7 〇
消費税法入門
Ⅰ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

2 ○ ○ ○

8 〇
法人税法入門
Ⅰ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

9 〇
相続税法入門
Ⅰ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

10 〇 簿記論入門Ⅱ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

11 〇
財務諸表論入
門Ⅱ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

授業科目等の概要

#REF!
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業
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連
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12 〇
消費税法入門
Ⅱ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

13 〇
法人税法入門
Ⅱ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

4 ○ ○ ○

14 〇
相続税法入門
Ⅱ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

１
前

2 ○ ○ ○

15 〇
会計税務実務
実習

企業等より講師を招き、会計実務研修を実
施するとともに企業見学も実施する。

1
前

1 ○ ○ ○ ○

16 〇
就職対策演習
A

将来の職業意識を高め、就職活動に必要な
知識を身に付けます。

1
後

2 ○ ○ ○

17 〇
簿記論初級Ⅰ
（S）

税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

1
後

4 ○ ○ ○

18 〇
財務諸表論初
級Ⅰ（S）

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

1
後

4 ○ ○ ○

19 ○
消費税法初級
Ⅰ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

3 ○ ○ ○

20 ○
法人税法初級
Ⅰ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

6 ○ ○ ○

21 ○
相続税法初級
Ⅰ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

6 ○ ○ ○

22 ○ 簿記論初級Ⅱ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

1
後

2 ○ ○ ○

23 ○
財務諸表論初
級Ⅱ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

1
後

2 ○ ○ ○

24 ○
消費税法初級
Ⅱ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

2 ○ ○ ○

25 ○
法人税法初級
Ⅱ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

3 ○ ○ ○

26 ○
相続税法初級
Ⅱ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

3 ○ ○ ○



27 ○ 簿記論初級Ⅲ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

1
後

2 ○ ○ ○

28 ○
財務諸表論初
級Ⅲ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

1
後

2 ○ ○ ○

29 ○
消費税法初級
Ⅲ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

1 ○ ○ ○

30 ○
法人税法初級
Ⅲ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

3 ○ ○ ○

31 ○
相続税法初級
Ⅲ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

1
後

3 ○ ○ ○

32 ○
就職対策演習
B

将来の職業意識を高め、就職活動に必要な
知識を身に付けます。

2
前

2 ○ ○ ○

33 ○ 簿記論初級Ⅳ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

2
前

3 ○ ○ ○

34 ○
財務諸表論初
級Ⅳ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

2
前

3 ○ ○ ○

35 ○
消費税法初級
Ⅳ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

2 ○ ○ ○

36 ○
法人税法初級
Ⅳ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

4 ○ ○ ○

37 ○
相続税法初級
Ⅳ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

4 ○ ○ ○

38 ○ 簿記論初級Ⅴ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

2
前

4 ○ ○ ○

39 ○
財務諸表論初
級Ⅴ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

2
前

4 ○ ○ ○

40 ○
消費税法初級
Ⅴ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

4 ○ ○ ○

41 ○
法人税法初級
Ⅴ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

4 ○ ○ ○



42 ○
相続税法初級
Ⅴ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
前

2 ○ ○ ○

43 ○
簿記論実務Ⅰ
（S)

税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

2
後

4 ○ ○ ○

44 ○
財務諸表論実
務Ⅰ（S)

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

2
後

4 ○ ○ ○

45 ○
消費税法実務
Ⅰ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

3 ○ ○ ○

46 ○
法人税法実務
Ⅰ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

6 ○ ○ ○

47 ○
相続税法実務
Ⅰ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

6 ○ ○ ○

48 ○ 簿記論実務Ⅱ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

2
後

2 ○ ○ ○

49 ○
財務諸表論実
務Ⅱ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

2
後

2 ○ ○ ○

50 ○
消費税法実務
Ⅱ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

2 ○ ○ ○

51 ○
法人税法実務
Ⅱ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

3 ○ ○ ○

52 ○
相続税法実務
Ⅱ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

3 ○ ○ ○

53 ○ 簿記論実務Ⅲ
税理士試験簿記論合格を目標に複式簿記の
原理、その記帳・計算及び帳簿組織等につ
いて習得する。

2
後

1 ○ ○ ○

54 ○
財務諸表論実
務Ⅲ

税理士試験財務諸表論合格を目標に会計原
理、企業会計原則、財務諸表の用語、作成
方法等に関する規則について習得する。

2
後

1 ○ ○ ○

55 ○
消費税法実務
Ⅲ

消費税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

1 ○ ○ ○

56 ○
法人税法実務
Ⅲ

法人税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

2 ○ ○ ○



57 ○
相続税法実務
Ⅲ

相続税法の法令に関する事項のほか、租税
特別措置法など関連する他の法令の関係事
項について習得する。

2
後

2 ○ ○ ○

58 ○
ビ ジ ネ ス マ
ナー(基礎)

社会人の心構えをはじめ、電話応対（受け
方）の基本講義とロールプレイングを通じ
て実務能力を身に付けます。

2
後

4 ○ ○ ○

59 ○
ビジネス実務
(営業・販売)

即戦力となれる実務能力を身に付けるた
め、販売仕入管理、マーケティングを学習
します。

2
後

18 ○ ○ ○

60 ○
ビジネス実践
(基礎)

社会人に必要な接遇の心や来客応対側の基
本スキルを学びます。

2
後

2 ○ ○ ○

61 ○ ＰＣ演習Ⅰ
ビジネスで活用できるようにWord、Excelの
基本操作を習得します。

2
後

4 ○ ○ ○

62 ○ ＰＣ演習Ⅱ
ビジネスで活用できるようにExcelの応用操
作を習得します。

2
後

2 ○ ○ ○

63 ○ 時事実践

旬なテーマによる情報収集で自分の意見を
プレゼンテーションし、自分の考えをもっ
て仕事に活かすことができるための学習を
します。

2
後

2 ○ ○ ○

64 ○
ビジネス実務
(経理・事務)

即戦力となれる実務能力を身に付けるた
め、販売仕入管理、経理実務を学習しま
す。

2
後

8 ○ ○ ○

65 ○
ビジネス実務
(経理)

即戦力となれる実務能力を身に付けるた
め、販売仕入管理、経理実務、財務会計を
学習します。

2
後

6 ○ ○ ○

65

期

週

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

22

卒業要件：
出席状況・履修科目評価・資格取得状況・学納金納付状況等を総合的
に勘案して決定する。

履修方法：
講義・演習・実習ののち授業科目ごとの定期試験によりその評価を行
う。ただし、授業科目によってはレポート提出などその他の方法を
もって評価を行うことがある。

合計 科目 219 単位（単位時間）


